
平成元年度 平成28年度

県内総生産 全県計に占
める構成比 順位変化 県内総生産 全県計に占

める構成比
構成比の増減
（28年−元年）

百万円 ％ 百万円 ％

全 県 計 418,124,693 100.0 全 県 計 549,866,191 100.0 　
1位 東 京 都 79,080,148 18.9 1 位 東 京 都 → 104,470,026 19.0 0.1
2 位 大 阪 府 32,737,871 7.8 2 位 愛 知 県 ↗ 39,409,405 7.2 0.5
3 位 愛 知 県 28,045,212 6.7 3 位 大 阪 府 ↘ 38,994,994 7.1 △0.7
4 位 神奈川県 25,399,297 6.1 4 位 神奈川県 → 34,609,343 6.3 0.2
5 位 兵 庫 県 16,921,668 4.0 5 位 埼 玉 県 ↗ 22,689,675 4.1 0.3
6 位 埼 玉 県 16,133,636 3.9 6 位 兵 庫 県 ↘ 20,937,780 3.8 △0.2
7 位 北 海 道 15,902,053 3.8 7 位 千 葉 県 ↗ 20,391,622 3.7 0.2
8 位 千 葉 県 14,768,830 3.5 8 位 福 岡 県 ↗ 19,144,020 3.5 0.2
9 位 福 岡 県 13,844,691 3.3 9 位 北 海 道 ↘ 19,018,098 3.5 △0.3
10位 静 岡 県 12,745,542 3.0 10位 静 岡 県 → 17,044,389 3.1 0.1

22位 三 重 県 5,426,947 1.3 19位 三 重 県 ↗ 8,220,907 1.5 0.2

　平成が終わり令和となった。平成の国内経済は、いわゆるバブル景気の絶頂とその終焉から始まり、金融危機、
ITバブルの崩壊、リーマンショック、東日本大震災などを経て、近年は緩やかな成長が続いている。一方、人口は
23年から減少を続け、人口減少時代に突入した。このような環境下において、三重県の経済力や企業や個人の所
得はどう変化したのか。統計データを用いて、平成における三重県の経済力「稼ぐ力」の変化について考察する。

データでみる
●三重の稼ぐ力
　平成でどう変わったか

Data
1 経済規模は
全国22位から19位に

　県の経済規模を表す県内総生産。県内総生産は

いわば県版のGDP（国内総生産）で、「県内」におい

て、企業や個人がある年度内に新たに生み出した

モノやサービスの付加価値、いわゆる「もうけ」

の総額で、その県の経済規模、経済力を表している。

　内閣府「県民経済計算」から、平成28年度の県

内総生産（名目）を都道府県別にみると、三重県は

8兆2,209億円で全都道府県の合計値（全県計）に占

める構成比は1.5％、全国順位は19位と中位より少

REPORT 1

【図表 1】県内総生産（名目）と全県計に占める構成比（上位10位）

　
統計指標は本稿作成時点での最新値を使用している。なお「県民経済計算」は、最新値である平成28年度と元年度（17年度以前）とでは名目の体系
基準年、実質の参照年・計算方式、業種分類などが異なるため、実数での単純比較を避け、構成比や順位などによる比較を行っている。平成の時代
の主な出来事については、巻末の「三重の経済・産業小史年表」を参照されたい。

資料：内閣府「県民経済計算（平成18年度-平成28年度）（2008SNA、平成23年基準）」、「県民経済計算（昭和50年度-平成11年度）（1968SNA、平成 2
年基準）」より筆者作成
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Data
2 人口減のなか
経済は成長

　さらに、人口減少が進んだここ10年間の県内総

生産（実質）の増減と人口の増減から、都道府県別

の成長度をみたのが【図表 2】である。総務省「人口

推計」によれば、全国では、平成19年から死亡数が

出生数を上回る「自然減」が始まり、23年から総人

口の減少が始まった。人口の減少は経済成長の主

要な要素の一つである労働力の減少をも意味する。

ここでは、とくに人口減少が加速し始めた最近10

年（平成28年度／18年度）における成長度をみてみる。

　この10年で、人口も県内総生産も増加したのは

8都県で、沖縄県、東京都、埼玉県、滋賀県、千

葉県、神奈川県、福岡県、愛知県である。人口の

伸びが最も大きいのは東京都（＋7.2％）で、人口の

一極集中に歯止めがかかっていないことがわかる。

特筆すべきは沖縄県である。企業誘致と優遇税制

等を背景にIT関連や金融業、運輸業などが拡大、建

設需要が旺盛で観光業も堅調と、地方であるにも

関わらず人口（＋5.1％）も県内総生産（＋14.5％）も

著しい伸びを示している。

　人口は減少したものの県内総生産が増加したの

は22府県で、この中には三重県も含まれる。三重

県は、人口が3.4％の減少となり増減率は全国20位

となったが、県内総生産は8.1％増加し、増減率は

全国 4位となった。三重県は、人口が減少する中

で高い経済成長を遂げてきたのである。

し上にある。全国 1位は東京都で 2割近くを占め、

2位は愛知県、 3位は大阪府となり、三大都市を

含む都府県が並んでいる。

　三重県の28年度の県内総生産を平成元年度と比

べるにあたり、基準が異なり実額の増減を算出で

きないため、全県計に占める構成比で比べてみる。

元年度は全県計に占める構成比が1.3％、全国順位

は22位で、28年度は元年度より構成比が0.2ポイン

ト、順位は 3位上昇した。わずかにも思えるが、こ

の間に0.2ポイント以上上昇したのは、三重県のほ

か、大阪府を抜いて 2位となった愛知県（＋0.5ポイ

ント）、埼玉県（＋0.3ポイント）、茨城県（＋0.3ポイン

ト）、神奈川県（＋0.2ポイント）の 5県のみである。

【図表 2】10年間の都道府県の成長度（平成28年度／18年度）

（注）総人口� 資料：内閣府「県民経済計算（平成18年度-平成28年度）（2008SNA、平成23年基準）」より筆者作成
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　ではどのような産業が三重県の経済成長を支え

てきたのだろうか。

　まず、三重県の県内総生産の経済活動別（産業

別）の構成比をみると、平成28年度は製造業が38.0

％と 4 割近くを占めている。全県計平均は21.5％

で、4割前後と高い割合を占めたのは、滋賀県（42.9

％）、栃木県（39.8％）、静岡県（39.5％）、三重県、愛

知県（37.7％）、群馬県（37.5％）の 6県である。三重

県の割合（38.0％）を平成元年度（33.4％）と比較する

と、4.6ポイントも上昇している。

　特化係数でみても、三重県における製造業の比

重が全国平均より高く、平成の間でさらに高まっ

ていることがわかる。特化係数とは、県内におけ

る産業別構成比が、全国の産業別構成比に比べて

高いか低いかをみるもので、 1であれば全国並み、

1を超えていれば全国よりその産業の比重が高い

ことを示し、全国と比べた県の産業の特性・集積

度がわかる。

　県内総生産（付加価値額）の経済活動別（産業別）の

特化係数をみると、平成元年度は、「鉱業」が1.50

で最も高く、次いで「製造業」が1.29、「農林水産

業」が1.28と高い。これが28年度になると、「製造

業」1.85、「教育」1.49、「運輸・郵便業」1.10とな

り、製造業が最も高く、かつ元年度より大きく上

昇したことがわかる。

　製造業についてさらに業種別にみると、28年度

は「電子部品・デバイス」が6.51で突出しており、

次いで「窯業・土石製品」（3.18）、「輸送用機械」（2.90）、

「その他製造」（2.36）、「化学」（2.22）、「金属製品」

（2.15）が高い。ちなみに、28年度の「電子部品・デ

バイス」の県内総生産は、全県計が秘匿となってい

るが秘匿の沖縄県の同業種の事業所が小規模であ

ることを踏まえると、おそらく三重県が全国 1位

と想定される。元年度は、製造業の業種別内訳が

不明なため特化係数を比較できないが、18年度と

比較してもこれらの業種（の付加価値額）が集積し

三重県の経済成長を牽引してきたことがわかる。

　さらに、【図表 3-3 】は、製造業業種別の「付加

価値額の特化係数」と「労働生産性の特化係数」

を用いて、全国と比較して「人手が少なくても効

率よく稼げている業種の（付加価値額の）集積度」を

みたものである。労働生産性の特化係数は、県内

の製造業業種別の従業者 1人当たり付加価値額を

全国の同数値で除したものである。

　まず28年度をみると、集積度と労働生産性の特

Data
3 製造業とくに電子部品・
デバイスが集積

【図表 3-1】県内総生産の経済活動別構成比（平成28年度、全県計・三重県）

（注）経済活動別の合計額（県内総生産とは異なる）に対する構成比。名目。P22の「経済活動別総生産構成比」は県内総生産に対する構成比で、これとは
分母が異なる。

資料：内閣府「県民経済計算（平成18年度-平成28年度）（2008SNA、平成23年基準）」、「県民経済計算（昭和50年度-平成11年度）（1968SNA、平成 2年基
準）」より筆者作成
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REPORT 1

【図表 3-2】特化係数（付加価値額）

（注）特化係数（付加価値額）

　　＝
三重県の県内総生産に対する経済活動別構成比
国内総生産に対する経済活動別構成比

資料：三重県「平成29年度三重県民経済計算結果（確報）」、「平成元
年度三重県民経済計算結果」、「平成 2年三重県統計書」、内
閣府「2018年度国民経済計算（2011年基準・2008SNA）」、「2009
年度国民経済計算（2000年基準・93SNA）」より筆者作成
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化係数の両方が1.00を超えているつまり全国平均

以上である業種は、「電子部品・デバイス」、「窯業・

土石製品」、「輸送用機械」、「その他の製造業」、「金

属製品」の 5業種となった。28年度においては、こ

れらが全国と比較して「効率よく稼げており集積

している」業種であるといえる。

　これらの業種について18年度と28年度を比べて

みると、「電子部品・デバイス」は、付加価値額の

集積度（18年度：5.73 → 28年度：6.51）だけでなく労働

生産性（2.39 → 2.07）も全業種のなかで最も高く、そ

（注）労働生産性は、従業者 1人当たり付加価値額（Ⓐ）。

Ⓐ＝ 付加価値額（県内総生産）
従業者数

特化係数（労働生産性）＝ 三重県の業種別Ⓐ
全国の業種別Ⓐ

平成18年度

平成28年度

【図表 3-3】特化係数（付加価値額×労働生産性）〈製造業（業種別）〉

資料：三重県「平成29年度三重県民経済計算結果（確報）」、「平
成29年工業統計調査結果確報」、「平成18年工業統計調
査結果確報」、内閣府「2018年度国民経済計算（2011年基
準・2008SNA）」、経済産業省「平成18年工業統計表（産業
編）」、「平成29年工業統計表（産業別統計表）」より筆者作成
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人
口
の
増
減
率

その他のサービス
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公務
専門・科学技術、業務支援サービス業

不動産業

金融・保険業

情報通信業
宿泊・飲食サービス業

運輸・郵便業
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製造業鉱業

農林水産業

全県計 
1.1

0.1

 21.5 2.9 5.7 12.6 5.1 2.5 4.9 4.3 11.7 7.6 4.5 3.9 7.3 4.4

三重県 
1.2

0.1

 38.0 2.6 5.0 8.4 5.5 
2.2

2.1
 3.3 8.9 4.0 3.7 5.3 5.9 3.8

■雇用者報酬（うち賃金・俸給） ■雇用者報酬（うち雇主の社会負担） ■財産所得
■企業所得（うち民間法人企業） ■企業所得（うち公的企業） ■企業所得（うち個人企業）

平成元年度 52.8 9.3 10.3 12.7 1.0 13.9

平成28年度 57.0 8.3 4.3 20.8 0.9 8.6
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平成元年度 平成28年度
1人あたり
県民所得 対全県計比 順位変化 1人あたり

県民所得 対全県計比

千円 ％ 千円 ％

全 県 計 2,771 100.0 全 県 計 3,217 100.0
1 位 東 京 都 4,264 153.9 1 位 東 京 都 → 5,348 166.2
2 位 愛 知 県 3,325 120.0 2 位 愛 知 県 → 3,633 112.9
3 位 神奈川県 3,004 108.4 3 位 栃 木 県 ↗ 3,318 103.1
4 位 大 阪 府 2,970 107.2 4 位 静 岡 県 ↗ 3,300 102.6
5 位 滋 賀 県 2,960 106.8 5 位 富 山 県 ↗ 3,295 102.4
6 位 埼 玉 県 2,852 102.9 6 位 滋 賀 県 ↘ 3,181 98.9
7 位 栃 木 県 2,846 102.7 7 位 神奈川県 ↘ 3,180 98.8
8 位 静 岡 県 2,842 102.6 8 位 福 井 県 ↗ 3,157 98.1
9 位 千 葉 県 2,833 102.3 9位 三 重 県 ↗ 3,155 98.1
10位 広 島 県 2,725 98.3 10位 茨 城 県 ↗ 3,116 96.8

20位 三 重 県 2,590 93.5

REPORT 1

　県民所得は、県内に所在する「県民」（企業や個人

など）が、ある年度内において ＂県内外＂ で新たに

稼いだ所得を表す。

　平成28年度の県民所得を人口 1人あたりでみる

と、全県計平均は321.7万円、三重県は315.5万円と

なり、全県計平均を100とすると三重県は98.1で、

全国順位は 9位と上位に位置する。なお、全国 1

位は東京都、2位は愛知県、3位は栃木県となった。

　三重県について平成元年度と比べてみると、元

年度は全県計比で93.5、全国順位は20位であり、28

年度は元年度より大きく上昇したことがわかる。

　県民所得の内訳についてみると、企業所得のう

ち民間法人企業の構成比は、元年度の12.7％から

28年度は20.8％（＋8.1ポイント）へと大きく上昇し

た。また、県内に居住する雇用者が雇い主から受

け取る雇用者報酬（うち賃金・俸給）も4.2ポイント上

昇した。

Data
4 1人あたり県民所得は
全国20位から9位に

の位置を維持していることがわかる。また次いで

高いのは「窯業・土石製品」で集積度はやや上が

ったがその位置に大きな変化はない。「輸送用機

械」は、労働生産性がやや向上し、「その他の製造

業」は集積度が向上した。「金属製品」は、集積度

と労働生産性のいずれもが向上しており、10年で

その存在感を増している。人口減少で労働力が減

少するなか、これらの業種が効率よく付加価値・

稼ぎに寄与してきたといえる。

【図表 4-1】人口 1人あたりの県民所得

資料：内閣府「県民経済計算（平成18年度-平成28年度）（2008SNA、平成23年基準）」、「県民経済計算（昭和50年度-平成11年度）
（1968SNA、平成 2年基準）」より筆者作成

【図表 4-2】県民所得（分配）の構成比（三重県）

資料：三重県「平成 2年三重県統計書」、「平成29年度三重県民経済計算結果（確報）」より筆者作成
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平成元年度 平成29年度
納税義務者 1人あたりの

課税対象所得 対全国比 順位変化 納税義務者 1人あたりの
課税対象所得 対全国比

千円 ％ 千円 ％

全 国 3,109 100.0 全 国 3,349 100.0
1 位 東 京 都 3,986 128.2 1 位 東 京 都 → 4,414 131.8
2 位 神奈川県 3,743 120.4 2 位 神奈川県 → 3,798 113.4
3 位 奈 良 県 3,617 116.4 3 位 愛 知 県 ↗ 3,611 107.8
4 位 千 葉 県 3,559 114.5 4 位 千 葉 県 → 3,463 103.4
5 位 埼 玉 県 3,429 110.3 5 位 兵 庫 県 ↗ 3,455 103.2
6 位 大 阪 府 3,334 107.2 6 位 埼 玉 県 ↘ 3,368 100.6
7 位 兵 庫 県 3,322 106.8 7 位 大 阪 府 ↘ 3,361 100.4
8 位 京 都 府 3,280 105.5 8 位 奈 良 県 ↘ 3,341 99.8
9 位 愛 知 県 3,237 104.1 9 位 京 都 府 ↘ 3,332 99.5
10位 滋 賀 県 2,989 96.1 10位 広 島 県 ↗ 3,221 96.2

16位 三 重 県 2,823 90.8 12位 三 重 県 ↗ 3,143 93.8

　一方、稼ぎ手である就業者数（収入を伴う仕事を

少しでもした人）は減少している。平成 2年度から

27年度までの就業者数の増減率（ 5年前比）につい

て、三重県と、近隣県のうち人口が増加傾向にあ

る愛知県、滋賀県について比較してみると、三重

県の落ち込みが大きいことがわかる。三重県は12

年以降減少が続いているが、愛知県は22年以降微

減にとどまっており、滋賀県は22年に減少したも

のの、27年は再び増加に転じている。

　また、自ら事業を起こした起業者の数は大きく

　個人の「稼ぐ力」について、課税対象所得から

もう少し詳しくみてみる。課税対象所得とは、所

得税の課税対象となる個人所得のことである。

　平成29年度の課税対象所得を納税義務者 1人あ

たりでみると、全国平均は3,349千円で、全国 1位

は東京都、 2位は神奈川県、 3位は愛知県で、全

減少している。

　29年の起業者数は、全国で477万 1 千人、三重県

は 6万4,500人である。調査が開始された19年と比

べると、全国は19.3％の減少、すべての都道府県

で減少し、三重県も全国と同程度の19.5％の減少

となった。

　29年の有業者数に占める起業者比率をみると、

全国が7.2％で、三重県は6.9％となった。三重県の

起業者比率の全国順位は36位で、19年と同じにな

った。

　なお、起業者数の内訳の構成比をみると、全国

は29年が「自営業主」71.9％、「会社などの役員」

28.1％となり、19年と同率となった。三重県は、「自

Data
5 個人の稼ぎは16位から12位に

Data
6 就業者数は減少、
起業者数も減少

国平均を上回ったのは、この 3県に、千葉県、兵

庫県、埼玉県、大阪府を加えた 7都府県である。

　三重県は3,143千円で、全国平均を100とすると

93.8となり、全国順位は12位で上位10位まであと

一歩という位置にある。平成元年度は、全国比が

90.8、順位は16位であり、29年度の全国平均が元

年度比で7.7％増加したのに対し、三重県は11.3％

の増加となり、個人による稼ぎは全国平均以上に

向上していることがわかる。

（注）課税対象所得とは、各年度の個人の市町村民税の所得割の課税対象となった前年の所得金額をいい、地方税法に定める各所得
控除を行う前のもの。納税義務者は、個人の市町村民税の所得割の数。総務省「市町村税課税状況等の調」。

資料：ｅ-Stat「都道府県・市区町村のすがた（社会・人口統計体系）」より抽出、筆者作成

【図表 5】納税義務者 1人あたりの課税対象所得
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REPORT 1

◆　　　◆　　　◆

　平成の間、三重県の経済規模は拡大し、全国と

比較してもその相対的地位を上げてきた。産業別

では、県内シェアの高い製造業の集積度がさらに

高まり、とりわけ電子部品・デバイスや窯業・土

石製品、輸送用機械、金属製品などの業種の貢献

が大きいことがわかった。とくに民間企業による

寄与度が高まり、また、個人の所得も全国平均以

上の伸びを示した。三重県の経済力「稼ぐ力」は、

人口が減少するなかで着実に向上してきたことが

わかった。しかし、稼ぎ手である就業者数は減少

を続けており、内発的発展、イノベーションの原

動力ともなり得る起業者数も減少している。

　今後、三重県がさらに経済成長を遂げるには、既

に集積している基盤産業の強化や、より付加価値

の高い産業の集積が必要である。また、例えば今

三重県では、空の移動革命といわれ2040年には市

場規模1.5兆ドルになるともいわれている、垂直離

着陸が可能な次世代モビリティ「空飛ぶクルマ」

の実証実験、事業者の開発支援を行い、県内での

新たなビジネス・産業の創出を目指しているが、こ

うした次世代産業の取り込みに向けた環境づくり

も重要である。

　三重県では、とくに近年、人口が県外に流出す

る「転出超過」が続いており、若者を中心に愛知

県など都市部への転出（居を移す）が増加している。

経済の原動力となり、地域の稼ぐ力を支えるのは

やはり「人」である。県内経済の担い手となる若

者などが県内で働きたい、住みたいと思える地域

づくり、また女性や高齢者、障がい者など多様な

担い手が働きやすいと感じ、十分に力を発揮でき

る地域であることが地域の経済成長には欠かせな

いだろう。令和の新しい時代、三重県がどのよう

に変化していくのか期待したい。� （谷ノ上　千賀子）

営業主」が73.8％、「会社などの役員」が26.2％と

なり、「会社などの役員」が19年より3.1ポイント上

昇した。

【図表 6-1】就業者数の増減率（ 5年前比）

【図表 6-2】起業者比率

【図表 7】転入超過数

（注）起業者比率＝ 起業者数（「自営業主」及び「会社などの役員」のうち起業者）
有業者数

資料：総務省「就業構造基本調査」（平成19年、平成29年）より筆者作成

（注）転入者数−転出者数。「△」は転出超過数を表す。日本人移動者。国外
との移動は含まれていない。

資料：総務省「住民基本台帳人口移動報告」（長期時系列表）より

（注）総務省「国勢調査」。� 資料：ｅ-Stat「都道府県・市区町村のすがた
（社会・人口統計体系）」より抽出、筆者作成
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